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発言項目及び要旨 

１ 奨学金返還支援制度の取組について 

「日本学生支援機構」によると、現在、大学生の２人に１人、年間１２８

万人の学生が、「奨学金」を利用するまでに制度が充実してきました。 

 しかし、卒業後、よく聞くのが、「奨学金の返済が苦しい。負担が重い」

という声です。 

2019 年度末の返還延滞者数は、３２万７０００人で、延滞債権は約５４

００億円にのぼります。延滞の主な理由は、家計の収入減や支出増で、延滞

が長引く背景には、本人の低所得や延滞額の増加が指摘されています。 

 こうした利用者の負担軽減に向け、返還を「肩代わり」する支援制度が、

2015年から実施されています。「一定期間定住し、就職する」等の条件を満

たせば、対象者の奨学金の返済を、自治体が支援する制度で、2022 年６月

現在で全国６１５市町村が導入していています。 

元々、自治体と地元企業などが「基金」をつくることを条件に、国が自治

体の負担額の２分の１を「特別交付税」で、支援する枠組みで、スタートし

ましたが、2020 年６月に、制度が拡充され、市町村については、基金の設



置が不要になり、国が支援する範囲も、負担額の２分の１から全額（上限あ

り）まで拡大されました。 

①奨学金返還に苦しんでいる若者の負担を軽減すると共に、地方創生の観

点から、若者の地方定着を促す「本制度」を、浜田市でも、実施すること

が必要であると考えます。また、「若者支援ファンド事業」の一環として

も取組むべきと思いますが所見を伺います。 

 

２ 地方創生臨時交付金を活用した市民生活支援について 

⑴ 物価高騰などによる市民への支援策について 

経済産業省が８月１６日発表したレギュラーガソリンの小売価格は 

全国平均で１リットル当たり１８１円９０銭と、１３週連続の上昇で、

２００８年８月以来１５年振りの高値を更新したとの報道がありまし

た。 

今後、過去最高値も視野に入ってきたとのことで、市民生活に大きな

負担となっております。 

加えて、生活に欠かせない様々な食品などの物価高騰も続いており、

市民生活に多大な影響を及ぼしております。 

国のガソリンの激変緩和措置、電気・ガスの値引きなどの負担軽減措

置も９月には終了することとなっており、引き続きさらなる負担軽減策

が必要であります。 

継続した国の対策に期待しつつ、市独自の引き続きの支援策も重要と 

考えます。 

①今後の市としての市民への負担軽減策について所見を伺います。 

 

⑵ 水道料金や学校給食費の負担軽減の取組について 

①改めて、国の交付金を活用し、水道料金の減免や免除について実施すべ

きと思いますが、所見を伺います。 

 



②国の交付金を活用し、学校給食費の免除に取組むべきと思いますが所 

見を伺います。 

 

３ 選挙投票支援の取組について 

選挙投票支援については浜田市が「移動期日前投票所」の取組で先進的に

取組んでおられ、少ない経費で一定の効果も出ていると思います。 

しかし、移動期日前投票所の車が出向く地域は限られており、高齢化と共に

投票率は低下しつつあると思います。 

 ①近年の投票率の推移について伺います。 

 

②投票しやすい環境整備としてタクシーを活用した取組事例もあります。 

愛媛県東温市では平成３０年から統廃合された３か所の投票所の地域

住民を対象に無料のタクシー送迎を始められ、今では全市に広げておられ

ます。 

となりの西予市でも期日前投票所まで運転が困難か免許を持っていな

い人などを対象にタクシーで送迎する事業を始められました。 

いずれも地元のタクシーを借り上げての取組のようですが、一定の成果

がでているようであります。 

選挙投票支援として、タクシーを活用した送迎について検討していくべ

きと思いますが所見を伺います。 

 

 


